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特集 アナリティクスが導くデジタルトランスフォーメーション

データ活用基盤としてのDMPの役割

要　約

1 データに基づく意思決定を高度化する取り組みの中で、消費者の行動ログの収集やデー
タ活用にかかわるPDCAの継続実施を目的にDMP（データマネジメントプラットホー
ム）と呼ばれる仕組み・ツールを導入する企業が増加している。

2 DMPはクラウドのストレージサービスと事業活動を支える既存のシステム・データベ
ースとを接続することで、ログデータの一元的な収集・保管を可能にする。また、デー
タの抽出・分析、分析結果に基づく顧客へのアプローチ施策の実行までを同じツール上
でコントロールできる点で、継続的なデータ活用に対するハードルを下げる効果を有す
る。

3 現状はWeb上での消費行動の把握が中心となっているが、今後5G・LPWAなどの通信
規格の導入を背景としたIoT（モノのインターネット）の普及に伴い、現実空間におけ
る行動ログの収集も容易になると考えられる。データ活用の高度化は不可逆的なもので
あり、DMPの導入を含め、早期の取り組みが唯一無二の対応策と考える。

Ⅰ　DMPの導入が広がる背景
Ⅱ　データ活用におけるDMPの具体的な役割
Ⅲ　課題と今後の展望
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もう一つは、データを活用した施策の継続
的な実施である。これまでも顧客情報を分析
して、ターゲットセグメントにアプローチを
かける施策は行ってきたが、その多くは単発
で終わってしまっており、効果検証を行って
同じ顧客に対して再度より効率的なアプロー
チを試みる、あるいは最初の施策に反応を示
さなかった顧客に別のアプローチを試みると
いったことまでは十分にできていなかった。
データが分散して保管されていたため、抽
出、分析、施策の実行までを 1回実施するこ
とにかかる負荷が高く、継続的な施策実施を
妨げていた。

2 安価なDMP構築支援事業者の
 登場
こうした企業の関心の変化に応える仕組み
がDMPである。DMPではログデータを収
集、保管するだけでなく、データ分析、施策
の実行・効果検証までをシームレスに行うこ
とを目指す。具体的には新たにデータベース
を設置注1して、自社Webサイトの運営管理
システムや顧客管理データベースと接続する
ことで、設置したデータベースにログデータ
を蓄積する。他方でメール配信、SNSによる
通知、広告出稿など、顧客に対するアプロー
チ機能を有する社内システムとも連携するこ
とで、ログデータの分析から施策の実行までを
DMP上で一貫して行えるようにする（図 1）。
この際、各システム・データベースに接続
し、ログデータの保管や施策の実行をコント
ロールするコアとなるツールをトレジャーデ
ータやブレインパッドなどのDMP構築支援
事業者が提供している。
ログデータはデータ量が膨大なものの、レ

Ⅰ	DMPの導入が広がる背景

1 企業の関心の変化
DMP（データマネジメントプラットホー
ム）とは、データの収集、保管、分析および
分析結果に基づく施策の実行までを一貫して
行うことができる仕組み・ツールである。収
集するデータはCookieに代表されるWebロ
グが中心になる。これまではデータ収集が容
易なオンラインゲームやeコマースを展開す
る企業で導入が進んでいたが、スマートフォ
ン向けのアプリケーションやSNSの普及に伴
い、Web系企業以外にも、主にBtoCの製品
提供を行うメーカーや広告・流通業で導入が
広がっている。
DMPの導入が進む背景には、企業の関心
における二つの変化があると筆者は考える。
一つは幅広いログデータへの着目である。こ
れまで企業は、メンバーズクラブへの入会登
録や顧客アンケートにより取得した性別・年
代などの属性情報と購入履歴とを紐付け、自
社顧客の価値観や消費行動を推定して、製品
開発や販促施策の検討に活用してきた。
DMPを導入する企業は、属性のような消
費者が登録・回答した静的な情報よりも、
日々積み上げられる動的な消費行動そのもの
に着目している。具体的には、消費者がある
商品の購入に至るまでの情報収集・検討の状
況や購入後の利用の仕方、自社以外の買い回
り先、愛用品といった行動が挙げられる。こ
れらに関するデータを収集・分析することに
より、消費者と接点を持った段階から特に関
心の高い機能や要素を訴求したり、商品の購
入に至った消費者と至らなかった消費者との
違いを把握したりすることを目指す。
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Ⅱ	データ活用における
	 DMPの具体的な役割

企業が自社内で保有するデータを適切に評
価し、安全かつ容易に利用できる状態に置く
ことを、当該企業においてデータのガバナン
スが効いている状態と定義するならば、これ
まで多くの企業はデータを安全に保有する
「守りのデータガバナンス」に傾注していた
と筆者は考える。一方でDMPはデータの容
易な利用を可能にする点で、「攻めのデータ
ガバナンス」を推進する有効なツールの一つ
となり得る。本章では自動車の販売を例にと
り、DMPを導入することで可能になる、ま
たは利便性が増す点について詳述する。

1 データの一元的な収集・保管
DMPは複数のシステム・データベースと
接続することで、それらから排出されるログ

コード 1行あたりの経済価値は収集段階では
未知数であるため、その保管・利用にこれま
で多くの企業は二の足を踏んでいた。しかし
近年、クラウドストレージサービスの普及や
Hadoopなどの分散処理技術の汎用化が進ん
だことで、安価でのDMPの構築が可能とな
っている注2。
DMPはCRMなどの事業活動を支える既存
システムと置き換えて設置されるものではな
く、ログデータの活用を目的にアドオンで設
置する性質のものであるため、事業活動への
影響を憂慮することなく、構築することがで
きる点も導入を後押ししている。
なお、DMPはプライベートDMPとパブリ

ックDMPという対の表現で紹介されることが
多いが、両者は全く異なるビジネスモデル注3

である。本稿ではプライベートDMPと呼称
されるDMPを想定して、以降の論を進める。

図1　DMPの導入により企業が目指すデータ活用の姿
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が会員登録をしてカタログを請求すると、送
付に必要な連絡先情報（住所、電話番号、メ
ールアドレスなど）がこれまでの閲覧ログ、
広告IDと紐付く形でDMPに保管される。一
度会員登録して以降、ログインした状態であ
れば、異なる端末で閲覧を行った場合も、会
員IDをキーに各閲覧ログが紐付く。この紐
付けは会員登録を行う以前の閲覧ログも、ブ
ラウザIDをキーにしてさかのぼって行うこ
ともできる。
一方で、この消費者が販売店を訪れ、試乗
後のアンケートに回答したとする。販売店の
CRMとDMPが接続されていれば、アンケー
トに記入した連絡先情報をキーに、販売店の
営業担当者は消費者のWeb上での検討状況
を把握することができ、アプローチ先の優先
順位を判断したり、消費者の興味に訴求する
形での提案を検討したりする際の参考とする
ことができる（図 2）。

データを集中して保管することができる。あ
る消費者が新車の購入を検討しており、
Yahoo!などの検索サイトに表示されたバナ
ー広告に興味を持ち、そこからメーカーの
Webサイトを閲覧したとする。DMPを導入
している企業の場合、Webサイトを管理運
営するシステムを通じて、消費者を誘引した
バナー広告に基づく広告IDがDMPに保管さ
れる。また、各Webページにはタグ付けが
されており、閲覧したページ、時刻、各ペー
ジの変遷、滞在時間などがログデータとして
広告IDと紐付く形で収集・保管される。ロ
グデータはWebサイトを閲覧するブラウザ
ごとにユニークに管理されており、もし消費
者が自宅ではPCを、外出先ではスマートフ
ォンを利用して、という具合に異なる端末で
閲覧をしていた場合、この段階では別々のユ
ニークIDで管理されている。
何度かWebサイトを閲覧していた消費者

図2　自動車販売を例とした、DMPによるデータの紐付きイメージ
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出し、分析結果と突き合わせをしなければな
らない。DMPはこのステップを省略するこ
とができ、同一ツール上で分析結果に基づく
対象顧客への打ち手を実行することができ
る。
DMPは既存のシステム・データベースと
接続されることで、蓄積されるデータ同士を
つなげることができるが、同時に収集から施
策の実行までといったこれまでは独立してい
たデータに関する業務同士をつなげ、業務間
のスムーズな移行を促すことができる。たと
えば、顧客をスコアリング分析した結果に基
づき、ログ収集のためWebサイトの各ペー
ジに付けるタグにスコアリングに影響を与え
る要素を入れておけば、以降はデータ収集段
階からスコアリング分析の前処理を始めるこ
とができる。これは施策の実行から再度デー
タの収集を行う流れについても同様であり、
これまでは打ちっ放しで終わっていた販促施
策が、反応ログを収集・保管することで、継
続的な施策実施のサイクルへと移行すること
ができる。

Ⅲ	課題と今後の展望

企業によるデータの容易な利用を促進させ
るDMPだが、現実空間（オフライン）での
消費行動に関するデータの収集手段が限られ
る点を課題として指摘されることがある。こ
うした指摘は、企業の関心が自社のWebサ
イトを閲覧した顧客が実際に来店したかどう
かといった、オンラインとオフラインの切れ
目のない消費行動の把握にあることや、eコ
マースが一般的になったとはいえ、依然とし
て消費行動の大部分はオフラインで生じてい

2 データ抽出から分析、
 打ち手までのシームレスな移行
多くのDMP構築支援事業者が提供するツ
ールでは、保管するログデータに基づき顧客
をセグメント別に集計して可視化したり、各
セグメントの売上を予測したりすることがで
きる。こうした分析は一般的なビジネスイン
テリジェンスツール（BIツール）でも可能
だが、DMPの場合はデータの抽出、分析、
分析結果に基づく顧客へのアプローチ施策の
実行までを同じツール上で実施できる点で利
便性が高い。前述の自動車販売の例に戻る
と、販売店の営業担当者が買い替え時期にさ
しかかった顧客をDMP上でリストアップし、
それぞれの閲覧ログを分析して、顧客が能動
的に買い替えを検討しているか否か判断す
る。分析の結果、最も優先的にアプローチす
べきセグメントに試乗会の案内メールを送
る。メールがHTML形式の場合、開封ログ
が収集され、DMP上に保管される。メール
の開封状況を踏まえて、担当者は開封した顧
客にアポイントメントを取る電話をかけ、開
封しなかった顧客にはラインなどのSNSによ
るアプローチを模索する。架電の結果はCRM
を通じて再度DMPに保管される。
DMPを導入していない場合は、まずは分
析を行うための閲覧ログのデータ抽出を、
Webサイトの管理運営システムを所管する
本社組織に依頼して連携を受ける必要がある
が、仮に販売店がそうした依頼を行ったとし
ても、機動的な対応を取れる企業はほとんど
ないだろう。また、仮に分析までは進めたと
しても、DMPを導入していない場合、アプ
ローチ対象の条件に該当する顧客に案内メー
ルを送るため、別途、顧客の連絡先情報を抽
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る状況を背景としている。オフラインでの行
動把握を目的にスマートフォン端末を通じた
位置情報の収集を試みる企業もあるが、
Webを見て、来店して、購入するまでの一連
のログデータを結合して把握できている企業
は決して多くはない。
しかしながら、こうした状況は時間が解決
すると筆者は考える。5G・LPWAなどの新
たな通信規格の導入を背景としたIoTの普及
は、現実空間における行動ログの収集を容易
にする材料の一つとなるだろう。
企業が主体的に解決に取り組むべき課題は
別にあると筆者は考える。それは人材の育成
である。DMPを導入した瞬間から、自動的・
飛躍的に企業のデータ活用度合いが高まるも
のではない。DMPを効果的に運用していく
ためには、収集したデータに基づき、仮説を
立てて、施策を実行できる人材が必要不可欠
である。こうした人材は大手企業においても
まれな存在であり、人材を育て、組織立って
取り組みを拡大させていくには時間を要す
る。

人材育成に特効薬的な施策は存在しない。
唯一あるとすれば、それは「早く始めるこ
と」であると筆者は考える。データ活用の高
度化は不可逆的なものであり、DMPの導入
を含め、早期の取り組みが唯一無二の対応策
と考える。

注

1	 多くの場合、マイクロソフトのAzureやAmazon
のAWSなどのクラウド型のストレージサービス
が利用される

2	 事業者によっては初期費用を必要とせず、月額
数百万円からの費用負担でツールを提供してい
る

3	 プライベートDMPが自社内のデータ活用を目的
に構築する仕組みであるのに対し、パブリック
DMPとはデータの外部販売を目的に自社サイト
に限らず幅広くWebログを収集する仕組みを指
す
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